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R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 R10年度

Ⅰ 国立大学法人評価とは国立大学法人評価について
（目 的）
 法人が中期目標・中期計画を着実に実施し、投じた国費が有効・適切に使用されたかどうかを国とし
て検証

 法人の業務の継続的な質的向上に資するとともに、法人の状況を分かりやすく示し、社会への説明責
任を果たす

（概 要）
 国立大学法人法第３１条の２及び第３１条の３に基づき、「国立大学法人評価委員会」が、国立大学
法人等の教育研究や業務運営等の実績について、中期目標期間（６年）ごとに評価

 各法人の自己点検・評価に基づき、中期目標の達成状況等について調査・分析を行い、各法人の業務
全体を総合的に評価

 法人間を相対比較する趣旨ではないことに十分留意

第４期中期目標期間（４年目終了時）の評価
中期目標期間終了時に見込まれる中期目標の達成状況の評価

第 ４ 期 中 期 目 標 期 間 第 ５ 期

※ 国立大学法人法の改正により、令和３事業年度から年度評価を廃止

第４期中期目標期間の評価

第３期中期目標期間の評価

中期目標の達成状況の評価
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◆各法人は、中期目標を達成するための計画を「中期計
画」として作成し、文部科学大臣の認可を受けるとと
もに公表

◆文部科学大臣は、中期計画の認可に当たり、あらかじ
め、国立大学法人評価委員会の意見を聴く必要がある

◆文部科学大臣は、６年間において各法人が達成すべき業
務運営等に関する目標を「中期目標」として定め、これ
を各法人に提示するとともに公表

◆文部科学大臣は、各法人の意見を聴き、これに配慮する
とともに、国立大学法人評価委員会の意見を聴いた上で
各法人の中期目標を決定

中期目標・中期計画について
中 期 目 標 中 期 計 画

１．教育研究の質の向上に関する事項
２．業務運営の改善及び効率化に関する事項
３．財務内容の改善に関する事項
４．教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら
行う点検及び評価並びに当該状況に係る情報の提供に
関する事項

５．その他業務運営に関する重要事項

中期目標の事項（国立大学法人法第30条第２項）

１．教育研究の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
２．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべ

き措置
３．前二号に掲げる措置の実施状況に関する指標
４．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画
５．短期借入金の限度額
６．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その

計画
７．剰余金の使途
８．その他文部科学省令で定める業務運営に関する事項

（施設及び整備に関する計画、人事に関する計画、中期目標の期間を
超える債務負担、積立金の使途、その他国立大学法人等の業務の運
営に関し必要な事項）

中期計画の事項（国立大学法人法第31条第２項）

第１期：平成16年4月～平成22年3月
第２期：平成22年4月～平成28年3月

中期目標期間
第３期：平成28年4月～令和４年3月
第４期：令和４年4月～令和10年3月 現在
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国立大学法人評価の仕組み

国立大学法人の中期目標
（国立大学法人法第31条の3ほか）

中期目標の評価方法

大学改革支援・学位授与機構

国立大学法人評価委員会

中期目標
 教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価

※法令ではなく実施要領において、現況分析の実施を規定

学部・研究科等の教育研究の水準の分析（現況分析）※

中期目標
 業務運営の改善及び効率化
 財務内容の改善
 自己点検・評価及び情報提供
 その他業務運営に関する重要事項

の達成状況に関する評価

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

中期目標
 教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価
Ⅰ

（国立大学法人法第30条）

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する事項

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項

1

2

3

4

社会との共創
教育
研究
その他社会との共創、教育、研究に
関する重要事項

評価を要請 評価結果の提供

6段階
判定

6段階
判定

大学改革支援・
学位授与機構の
評価結果を尊重
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大学改革支援・学位授与機構が行う国立大学教育研究評価の仕組み

大学改革支援・学位授与機構

中期目標      教育研究の質の向上に関する事項
の達成状況に関する評価
中期計画及び評価指標の達成状況を分析し、
中期目標の達成状況を総合的に判断

6段階
判定

Ⅰ
学部・研究科等の教育研究の
水準の分析（現況分析）

※４年目終了時評価のみ

A学部

B学部

C研究科

※研究業績については、対象組織の教員数の20％を上限に提出可能

研究業績水準判定※

研究業績水準判定※

研究業績水準判定※

研究の状況教育の状況

4段階
判定

4段階
判定

4段階
判定

A研究院

B研究院

C研究院

4段階
判定

4段階
判定

4段階
判定

（分析単位：学部・研究科等） （分析単位：教員の主たる所属組織）

（第３期：865組織） （第３期：591組織）
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評価組織

※11の学系部会のうち1つは大学共同利用機関部会
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教育の現況調査表の基本構成（第3期 ）
•活動の状況と成果の2つの分析項目
•活動の状況であれば8つ＋αの記載事項、成果であれば2つ＋αの記載事項
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選択的記載事項の例：教育の国際性、
教育の質の保証・向上、リカレント教育の
推進など

分析項目 記載項目

Ⅰ 教育
活動の
状況

必須記載項目

１ 学位授与方針
２ 教育課程方針
３ 教育課程の編成、授業科目の内容
４ 授業形態、学習指導法
５ 履修指導、支援
６ 成績評価
７ 卒業（修了）判定
８ 学生の受入

選択記載項目 ○○○○（学系別に一部異なる）

Ⅱ 教育
成果の
状況

必須記載項目 １ 卒業（修了）率、資格取得等
２ 就職、進学

選択記載項目 ○○○○（学系別に一部異なる）

「教育の水準」に関する必須記載
項目の設定に当たっては、機構の
大学機関別認証評価（領域６
「教育課程と学習成果に関する基
準」）の記載内容（基準や分析
項目）との関係を考慮



2つの記載事項（第3期）

•基本的な記載事項：提出さ
れたデータ、共通データ、大
学ポートレートのデータ、政府
公表資料を用いて、教育課
程のベースとなる取り組みにつ
いて確認

•第3期中期目標期間に係る
特記事項：優れた取り組み
、特徴ある取り組みおよびそ
の成果
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基本的な記載事項等の指示 9※教育では10の学系ごとに作成
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11現況調査表のもくじ例（第3期）



分析項目（活動、成果）に対して段階判定 12

分析項目ごとに、学部・研究科等の目的や特徴、特色等に即して、優れた
取組及び特徴的な取組、並びにそれらの成果が認められる場合には、その
内容に応じて優れた点や特色ある点として抽出し、記載項目ごとの「基本
的な記載事項」とともに総合し、４段階で判定



判定結果（第3期） 13



14データ分析集 指標一覧（第3期）

グレー部分は、法人（大学）
全体の指標のみなので現況分
析としては使用しないもの



多かった やや多かった 適切であった やや少なかった 少なかった

教育 ２８．０％ ４７．０％ ２４．９％ ０．２％ ０．０％

研究 ２８．８％ ４２．７％ ２８．３％ ０．０％ ０．２％

現況調査表作成に要した作業負担は法人評価の意義を鑑みて、多かったか。

教育に係る今後の評価の方向性（現況分析） 全くそう思わない そう思わない どちらとも言えな
い

そう思う 強くそう思う

共通データ・指標による評価とすべき １．３％ １９．８％ ４３．３％ ３３．３％ ２．３％
学系（分野）ごとの評価基準等を明確にすべき １．０％ ８．３％ ３１．４％ ５２．２％ ７．２％
現況分析表の分量を少なくすべき ０．２％ ９．８％ ３８．２％ ３９．０％ １２．８％
評価結果の分量を少なくすべき １．８％ ２５．０％ ５１．７％ １６．１％ ５．４％
評価結果に詳細な結果を記載すべき １．８％ １４．３％ ４５．４％ ３４．３％ ４．２％
評価結果に評価者の改善コメントを記載すべき １．６％ １１．２％ ３９．３％ ４２．６％ ５．２％

研究に係る今後の評価の方向性（現況分析） 全くそう思わない そう思わない どちらとも言えな
い

そう思う 強くそう思う

共通データ・指標による評価とすべき ２．６％ １９．６％ ４４．２％ ３０．５％ ３．１％
学系（分野）ごとの評価基準等を明確にすべき １．１％ １０．７％ ３２．９％ ４８．６％ ６．８％
現況分析表の分量を少なくすべき ０．７％ １２．０％ ４３．１％ ３４．６％ ９．６％
評価結果の分量を少なくすべき ３．１％ ３０．７％ ４６．０％ １６．８％ ３．５％
評価結果に詳細な結果を記載すべき ０．９％ １３．１％ ４５．３％ ３４．６％ ６．１％
評価結果に評価者の改善コメントを記載すべき １．５％ １２．６％ ３８．１％ ４１．４％ ６．３％

今後の法人評価（現況分析）では、どのような評価の在り方を望むか。

法人評価に対する法人向けアンケート

大学改革支援・学位授与機構『学部・研究科等の教育の「現況分析」に関する検証アンケート 法人向け』『学部・研究
科等の研究の「現況分析」に関する検証アンケート 法人向け』より一部を要約
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